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概要版 

 

近年、 高度成長期に一斉整備された公共施設や道路などのインフラが更

新時期を迎えつつあり、これらの老朽化に起因する事故などが社会問題とな

っています。このような状況の中 、本市の保有する公共施設においても、

老朽化が進んでおり、今後、施設の大規模改修や更新等が必要になります。

一方、財政状況は、少子高齢化の進行に伴い、公共施設等の維持管理や新

設に必要な予算に比べ社会保障に係わる予算が増大してきています。また、

市民の多様なニーズに対応したサービス水準を維持する取り組みも必要と考

えています。 

「瑞穂市公共施設白書」は、公共施設の効率的な管理への第一歩となる公

共施設の実態を把握するために、本市が保有する公共施設について、築年別

整備状況、建築費用等の現状の情報を収集・整理し、将来の更新費用の総額

等を求めるとともに、維持・管理・運営費用等を分析・評価したうえで、そ

の結果を図表化し、明らかにしています。 

また、公共施設の実態も把握した結果、そこから見えてくる問題を明らか

にすることにより、どのように維持改善していくかを考えていくための基礎

資料とします。 

公共施設白書作成の背景と目的 



  

 

 

本市の公共施設等の延床面積は、平成 26 年（2014 年）4 月 1 日現在で、154,630m2

となっています。施設を分類別に見ると、学校教育系施設が 82,682 m2 と全体の 53.5％

を占めています。次いで、市民文化系施設 19,717 m2（12.8％）、子育て支援施設

15,736m2（10.2％）の順となっています。また、瑞穂市の人口 1 人当たりの延床面積

は 2.93 m2/人となっており、人口 5～10 万人未満の都市の平均値 3.56 m2／人を下回

っています。 

しかし、一般に今後の財政状況を考えると人口 1 人当たりの延床面積が 2.0m2 以上に

なると財政的に非常に厳しい状況になると言われていることから、本市においても今後、

公共施設の維持管理を適切に実施していくことが必要と考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．瑞穂市の公共施設 

（１）公共施設保有量 

施設種別ごとの公共施設保有量 

施設種別ごとの延床面積の割合  

（単位：m2/人）人口１人当たりの施設延床面積の平均値 

全国平均 政令指定都市 5～10万人未満の都市 瑞穂市（52,822人）

１人当たりの公共
施設延床面積

3.22 3.44 3.56 2.93

施設種別 延床面積（㎡） 割合 施設数

市民文化系施設 19,717 12.8% 6

社会教育系施設 5,793 3.7% 5

学校教育系施設 82,682 53.5% 13

子育て支援施設 15,736 10.2% 16

保健・福祉施設 1,092 0.7% 2

行政系施設 15,477 10.0% 8

公営住宅 3,750 2.4% 1

供給処理施設 5,133 3.3% 6

その他 5,250 3.4% 25

合計 154,630
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瑞穂市の①人口・面積（住民１人当たりの面積）、②財政力指数・標準財政規模・決算額・

地方交付税で類似している類似団体（Ⅱ-1 区分）は、瑞穂市を含み 14 自治体です。 

総務省から公表されている「市町村経年比較表（平成 24 年度）」と 14 自治体の平成

24 年度末（平成２５年 3 月 1 日現在）の人口を基に市民１人あたりの公共施設の整備面

積を整理した結果、１４自治体における公共施設全体の市民１人あたりの整備面積は平均

1.95m2/人であり、全国平均 3.22m2/人を下回っています。最高は長野県諏訪市の

2.70m2/人、最低は東京都福生市の 1.43m2/人となっています。瑞穂市の 2.64m2/人は

類似団体の平均値を上回っており、1４自治体の中で 2 番目に高い水準となっています。 

 

 

 

  

（４）他自治体の公共施設整備量との比較 

人口１人当たりの公共施設整備量の関係（Ⅱ-1 区分） 
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1） 市民文化系施設（公共施設全体の中で占める割合：13.1%） 

 

 

 

 
 
 

 

総合センター、コミュニティセンター等 

2）社会教育系施設（公共施設全体の中で占める割合：3.7%） 

 

 

 

 

 
 

 

図書館、西部複合センター 

3）学校教育系施設（公共施設全体の中で占める割合：53.5%） 
 

 

 

 

 

 

 

小学校、中学校 

4）子育て支援施設（公共施設全体の中で占める割合：10.2%） 

 

 

 

 

 

 

 
 

保育所、保育・教育センター 

（５）施設用途別の状況 

築 30年以上の施設
は、市民文化系施設
の 30%を占めていま
す。 

築 30年以上の施設
は、社会教育系施設
では 1%です。 

築 30 年以上の施設
は、学校教育系施設
の 67%を占めていま
す。 

築 30年以上の施設
は、子育て支援施設
の 53%を占めていま
す。 

※築年数 30 年以上の施設は一般的に大規模改修が必要といわれています。 
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5）保健・福祉施設（公共施設全体の中で占める割合：0.7%） 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉センター、ふれあいホームみずほ 

6）行政系施設（公共施設全体の中で占める割合：10.8%） 

 

 

 

 

 

 

 

市役所穂積庁舎、巣南庁舎等 

7）公営住宅（公共施設全体の中で占める割合：2.4%） 

 

 

 

 

 

 

 

市営住宅 

8）供給処理施設（公共施設全体の中で占める割合：3.4%） 

 

 

 

 

 

 

 

下水処理場、ストックヤード等  

築 30年以上の施設
は、保健・福祉施設
の 83%を占めていま
す。 

築 30年以上の施設
は、行政系施設の
24%を占めていま
す。 

公営住宅は築 30 年
以上を経過してい
ません。 

供給処理施設は築
30 年以上を経過し
ていません。 

※築年数 30 年以上の施設は一般的に大規模改修が必要といわれています。 
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本市の保有する公共施設（建物）の人口 1 人あたりの施設延床面積は 2.93m2/人とな

っており、人口 5～10 万人未満の都市の平均値 3.56 m2/人を下回っているものの、財政

に与える影響が大きいと言われている人口 1 人あたりの施設延床面積 2.0 m2/人を上回っ

ています。 

 

 

人口については、総人口の減少とともに、年少人口（14 歳未満）、生産年齢人口（15

歳～64 歳）が減少するのに対し、老年人口（65 歳以上）が増加し、少子高齢化が進んで

いきます。その結果、公共施設に対する市民の方のニーズも変化することが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２．瑞穂市の現状と市民ニーズの変化 

（１）公共施設の現状 

（２）人口と市民ニーズの変化 

年齢別人口の動向
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国の方針（公共施設等総合管理計画）一部抜粋 

出典：公共施設等の総合的かつ計画的な管理による老朽化対策等の推進（平成 26 年１月 24 日）／総務省 
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本市では、土地、建築物の他、道路・橋梁等の

土木構造物、上水道、下水道等の施設の多くの資

産を抱え、その行政サービスにかかる人件費・物

件費・投資的経費等は、歳出の多くを占めます。 

限られた財源の中、市民のニーズに対応した行

政サービスの提供・質の向上を実現していくため

に、現状の公共施設にかかるコスト情報と施設情

報の両面から実態を把握し、課題を抽出した上で、

統一的・一元的な管理を実現するための管理運営

方法（投資計画、行政組織等）を定め、公共施設

マネジメントを実施していきます。 

一方、平成 26 年 4 月には総務省において「公共施設等総合管理計画の策定にあたって

の指針」が策定され、全国の市町村に対して、公共施設等総合管理計画の策定要請がなさ

れたところです。 

本市においても国の要請に応えるとともに、公共施設マネジメントを推進するため、建

物以外の道路・橋梁等の土木構造物、上水道、下水道等の施設も含めた「公共施設等総合

管理計画」を策定し、それに基づいた公共施設等の効率的・効果的な維持管理に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．今後の進め方 

公共施設マネジメントの必要性 

公共施設マネジメントのあり方 
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